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全旅連⻘年部が⾃⺠党の国会議員に対し「宿泊事業者に対する継続的な⽀援要望」を提出 
 
地域経済の早急な回復に向け中核産業である観光産業の回復を⽬指す 
 
 4 ⽉ 14 ⽇、全国旅館ホテル⽣活衛⽣同業組合連合会⻘年部（星永重 ⻘年部⻑・略称：全
旅連⻘年部）が⾃由⺠主党衆参両院の国会議員に対し、Go To トラベルの早期再開や観光
地・観光サービスの⾼付加価値化推進事業などに関する継続的な⽀援要望を提出した。 
 

 
 
 宿泊産業における新型コロナウイルス感染症拡⼤の⻑期化による影響は甚⼤であり、多
くの事業者が現在の状況での事業継続に強い危機感を抱いている。事業継続が困難な状況
にまで陥っている宿泊施設も多くあり、宿泊事業者が地域経済（雇⽤・⾷材資材卸業者）に
及ぼす波及効果は⼤きい。 
 宿泊産業は地域経済の「核」とも⾔える産業であり、地域の雇⽤を⽀えているだけでなく、
地場の⾷材や特産品を利⽤客に提供することから、域内消費率が圧倒的に⾼く、他業種と⽐
べて地域経済に与える影響は⾮常に⼤きい。その役割は地域にとっても代替不可能な存在
であることがコロナ禍で明確に再認識された。 
 事実、利⽤客の減少による宿泊施設の⾷材仕⼊れ減少やリネン発注数の減少は、全国的な



規模で卸売り業者、関連飲⾷店、クリーニング店などの廃業をもたらした。 
 
 多くの宿泊施設が⾃らの倒産が地域経済に与えてしまう影響を強く認識しており、休業
等による事業停⽌に伴う損失補填のため新規借⼊を繰り返しながら耐え忍んできた。 
 全旅連⻘年部が昨年 10 ⽉に全国の宿泊施設を対象に⾏った調査によると、コロナ禍での
新規借⼊だけでも平均債務償還年数は 17.5 年という統計が出ており、コロナ以前の売上に
戻ったとしても、この期間の利益は全て債務返済に充てなければならないという危機的状
況にある。 
 
 このような状況を受け、今回、全旅連⻘年部が 370 名を超す⾃⺠党衆参両院の議員に対
し⾏った要望活動には約 150 名の宿泊施設若⼿経営者が参加し、「宿泊産業がコロナ禍を乗
り越え、⽇本経済復興と観光⽴国の実現に向け、先導役を担う。」という決意と共に強い思
いを届けた。 
 

 
 
【 要望内容 】 
1. Go To トラベルキャンペーンの早期再開と期間延⻑、予算の拡充について 

① Go To トラベルキャンペーンの早期再開と期間延⻑ 
② Go To トラベルキャンペーンの為に確保されていた、令和 4 年 3 ⽉ 31 ⽇に失

効された 4,600 億円については、早期に同程度額以上の予算措置を講じること 
③ 全国知事会が 3 ⽉ 23 ⽇に⽰した「まん延防⽌等重点措置の解除を受けた緊急提

⾔」について、特に新たな Go To トラベル事業については、割引率を⾼く設定
するなど、観光需要を⼗分に喚起できるよう効果的な⽀援制度とするとともに事



業者の受け⼊れ態勢がいち早く取れるように、制度の詳細について早期に明⽰す
ること 

 
2. 地域⼀体となった観光地・観光サービスの⾼付加価値化補助⾦の事業継続と複数年度化 

宿泊施設は取引先が多く、域内消費率が他の産業に⽐べて圧倒的に⾼い性質があり、
消費者が宿泊を伴う場合と宿泊を伴わない場合とでは、地域で消費する消費額に 3 倍以
上も開きが出るとされている。 

地域⼀体となった観光地・観光サービスの⾼付加価値化補助⾦は、宿泊施設の⾼付加
価値化だけでなく、地域を⾯的に⾼付加価値化させ、その効果を広く外部に裨益させる
ことを⽬的としており、 ⽇本が真の観光⽴国を⽬指すために必要不可⽋な補助制度であ
ることからも、毎年の補助制度として予算化をすることお願いしたい。併せて、宿泊施
設の改修・廃屋撤去への補助上限を少なくとも 5 億円以上に⼤幅に引き挙げて頂き、宿
泊施設を含めた地域ぐるみでの DX 等への投資も対象としていただくことをお願いした
い。 

また、⽇本は世界の国々と⽐べても四季折々の移ろいが美しく、そこに根差した⽂化
宿泊体験など多くの魅⼒あふれるコンテンツが各地に数多く点在している。⽇本の特⾊
ある地理⾵⼟によって、 各地の観光地の繁忙期が異なることからも、予算の執⾏につい
ては柔軟に⾏えるように、単年度事業ではなく、少なくとも 5 年間の複数年度事業が可
能な制度設計とすることをお願いしたい。 

 
3. 雇⽤調整助成⾦の延⻑・受給条件の⾒直しについて 

宿泊施設は固定費率が 5 割を超える産業であり、⼈件費は事業継続における⼀番の課
題である。特に地⽅都市においては、宿泊施設が雇⽤を創出し地域経済の核となってい
る側⾯もある。観光業の需要回復が⾒込めない状況が当分続くと考えられることから、
地域雇⽤の確保と地域経済の為に、雇⽤調整助成⾦について、更なるご⽀援をお願いし
たい。 

① 雇⽤調整助成⾦の特例措置の拡⼤を、令和４年度以降も継続すること 
② ６か⽉以内に解雇を⾏った事業者に対する受給条件の緩和 
③ 出向制度における教育訓練等の上限額の引き上げ 
④ 助成⾦助成率における⼤企業分類の緩和 

 
4. 国⼟強靭化の為の災害時の受け⼊れ施設となる宿泊施設の整備 

近年、多発する⼤規模災害における避難先として、公の施設を除き、宿泊施設は、唯
⼀の受け⼊れ先として、その機能を担ってきた。被災者の多くは、第⼀次避難施設であ
る公的施設ではなく、宿泊施設を希望する傾向にある。⾃治体と災害協定を結んだ施設
について、災害時の受け⼊れ準備等に対する補助制度の創設・拡充をお願いしたい。 



① 災害時における避難所としての宿泊施設の整備 
A. バリアフリー補助⾦の予算増額と補助上限額の引き上げ 
B. ⾮常⽤電源などの緊急電源の整備 
C. 断⽔対策としての貯⽔槽・貯湯槽の整備 
D. 防災応急⽤品の購⼊に係る補助 
E. 防災シェルターの購⼊に係る補助 
F. 館内の電気切れや防災設備の異常をきたしたことを知らせるシステムの導⼊

費⽤ 
② 施設の規模に応じた希望する感染症対策のための補助⽀援の創設 
③ 地域で⼀体となって取り組む防災対策における費⽤について広く補助すること。

特に、災害発⽣時のお客様の安否確認や⾏政からの連絡事項等をスムーズに⾏え
るように、防災専⽤のタブレットを配布すること 

 
5. 各種補助事業の創設・拡充、各種制度に対する「宿泊業」の重点項⽬への追加 

① ⽣産性向上に資する DX 化への設備投資に対する⽀援 
② 脱炭素化を⽬指し、持続可能な地域づくりに取り組むための設備投資に対する⽀援 
③ ものづくり補助⾦、IT 導⼊補助⾦、ローカル 10000 など各種補助⾦での宿泊業の

重点項⽬化 
④ 事業再構築補助⾦の継続と予算拡充 
⑤ 国産農林⽔産物等販路多様化緊急対策事業の継続 

(宿泊産業は、裾野が広く地域経済を⽀える役割を果たしている。コロナで困ってい
る⽣産者や⾷材資材卸業者等と地域の経済活動を⾏うべく現⾏事業の維持が必要) 

 

 



 
【全旅連⻘年部 公式ページ】 
◆ ホームページ 
http://ajra.jp 
◆ Facebook 
https://www.facebook.com/ajrajp 
◆ Youtube 
https://www.youtube.com/channel/UCcm7fYkjadHtwyTAh50JH_A 
◆ Twitter 
https://twitter.com/ajra1969 
◆ Instagram 
https://www.instagram.com/ajra1969/ 
 
観光を⽇本の基幹産業に 

〜 Keep Trying 〜 
 
【参考資料】 
https://prtimes.jp/a/?f=d88903-20220416-64f23c0902b6265843b5c2ff760cb798.pdf 


